
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明

 

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE INABA SEISAKUSHO Co. , Ltd.

最終更新日：2015年11月6日
株式会社稲葉製作所

代表取締役社長 稲葉 明

問合せ先：広報・企画室 03-3759-5201

証券コード：3421

http://www.inaba-ss.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 企業経営の目的は、ステークホルダーとの良好なバランスを前提とする株主利益の最大化であり、透明性と効率性の高い経営体制を確立する
ためのコーポレート・ガバナンスの実践であると認識しております。経済環境のグローバル化の進展に伴う経営環境の急激な変化や経営に関す
るリスクの多様化・複雑化により、企業の統治システムの良否が、企業そのものを左右する事態となってきており、コーポレート・ガバナンスの考
え方の確立とその対応は、重要な経営課題であると考えております。その中で当社は、短期的に結果を求める経営では無く、将来に亘って安定し
たモノづくりの会社としての経営体制を構築すべく、「人」を重視する経営をより一層推進してまいります。社外取締役の採用は、この活動の中か
ら行う所存であり、該当者があり次第、採用する方針であります。 
 また、当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制等について、取締役会にて「内部統制システムの構
築の基本方針」を決議しており、グループ全役員および社員の企業活動の原点として「企業行動憲章」および「行動指針」を定め、各事業所ごとに
掲示を行い、コンプライアンス体制の確立を図っております。 
 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社イナバホールディングス 3,569,600 19.92

株式会社共進 1,963,464 10.96

稲葉 明 526,624 2.94

稲葉 茂 498,174 2.78

秋本 千恵子 475,748 2.65

瀬間 照次 453,980 2.53

稲葉 進 448,048 2.50

株式会社りそな銀行 411,600 2.30

稲葉製作所取引先持株会 407,100 2.27

稲葉 常雄 376,729 2.10

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

「大株主の状況」は、平成27年７月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。 
また、当社は自己株式361,705株を保有しております。 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 7 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

尾後貫 達也 他の会社の出身者 △

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

尾後貫 達也 ○
当社の主要取引銀行である株式会社りそ
な銀行出身者であり、現在は、昭和地所 
流通株式会社の相談役であります。

 企業経営の経験者として、幅広い視野と豊か
な経験を有し、当社経営に対する監督機能の
強化や、有益な助言をいただけると判断したも
のであります。 
 なお、同氏は、すでに当社の主要取引先であ
るりそな銀行を退職後、相当期間を経過してい
ることから、同行の意向に影響される立場にあ
りません。また、現在、当社は同行からの借入
金も無く、当社株式を10％以上所有する主要
株主にも該当しておりません。以上のことか
ら、一般株主との間で利益相反が存するもの
でないと判断し独立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

 監査役、会計監査人および内部監査室は、相互に連携を密にして、適時会合を開催するなど、業務監査と会計監査との相互補完の強化を図 
り、コンプライアンス（法令遵守）を含めた監査を効率的に実施しております。  

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

屋敷 一男 税理士

福家 弘行 他の会社の出身者 △

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

屋敷 一男 ○
屋敷一男税理士事務所の代表でありま 
す。

 社外監査役には、業務執行者からの独立性
が確保できる等を勘案した有識者を起用すべ
きとの判断から、監査役監査基準の中に「監査
役候補者の選定基準」を設け、「任期全うの可
能性や出席可能性」「業務執行者からの独立
性の確保」「監査役としての適格性と十分な知
見等」を規定しております。 
 同氏は、税理士としての専門的知識・豊富な
経験に基づく見地から、経営全般に対して指
導及び監査を行っており、一般株主との間で
利益相反が存するものでないと判断しているこ
とから独立役員に指定しております。

 社外監査役には、業務執行者からの独立性
が確保できる等を勘案した有識者を起用すべ
きとの判断から、監査役監査基準の中に「監査
役候補者の選定基準」を設け、「任期全うの可
能性や出席可能性」「業務執行者からの独立
性の確保」「監査役としての適格性と十分な知
見等」を規定しております。 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

福家 弘行 ○
当社の会計監査人である新日本有限責
任監査法人出身者であり、現在は、福家
公認会計士事務所の代表であります。

 同氏は、公認会計士ならびに税理士としての
専門的知識・豊富な経験に基づく見地から、経
営全般に対して指導及び監査を行っておりま
す。 
 なお、同氏は、すでに当社の会計監査人であ
る新日本有限責任監査法人を退職後、相当期
間を経過していることから、同法人の意向に影
響される立場にありません。 以上のことから、
一般株主との間で利益相反が存するものでな
いと判断し独立役員に指定しております。

独立役員の人数 3 名

 当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しおります。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

 当社は、中長期的観点から、ステークホルダーと良好な関係を築きながら業績の安定成長を図る事が最重要事項と考えております。また、当社
の業態および取扱製品の市場特性からも短期的な業績に対するインセンティブ付与は当社に馴染まないため、取締役へのインセンティブ付与に
関する施策は実施しておりません。  

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

平成27年7月期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 
    役員報酬 
     取締役に支払った報酬  206百万円 
     監査役に支払った報酬   19百万円 
 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

――― 

・社外取締役・社外監査役が、その役割および機能を果たすために必要とする業界動向、事業の状況、法令遵守等に関する情報を収集、提供す
る体制としております。 
・社外取締役は、監査役会との情報の共有を図り、また、各種重要会議の資料および会議議事録は、監査役会に提出し、常勤監査役より社外取
締役・社外監査役への情報伝達が行われております。 

・取締役会は原則毎月１回開催し、経営に関する重要事項の決定と業務執行の監査を実施しております。 
・業務の重要事項を決定する営業会議、生産会議、技術会議には、原則として取締役および情報取扱責任者が出席し、情報の共有化、部門間の



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

 

連携と相互間の牽制および会議内容における開示情報の有無を確認しております。 
・当社の内部監査は、代表取締役の直轄機関として内部監査室を設置し、責任者１名と担当者で構成されており、計画的に本社各部・工場・営業
所・配送センター・関係会社等を監査し、業務執行の公正性や透明性の確保に寄与しております。 
・監査役会は常勤監査役1名、非常勤監査役2名から構成され、監査役会が定めた監査役監査基準に則り、取締役業務執行の適法性、妥当性に
関して公正・客観的な立場から監査を行っております。また、取締役会には原則として監査役全員が出席しており、取締役の業務執行状況を充分
に監査できる体制となっております。 
・会計監査人である新日本有限責任監査法人には、会社法監査および金融商品取引法監査並びに投資家への適正な情報開示のための必要な
指導を受けております。なお、会計監査の体制は以下のとおりであります。 
   （業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数） 
     指定有限責任社員 業務執行社員  小野木 幹久  
     指定有限責任社員 業務執行社員  清本 雅哉 
    ＊継続監査年数については、全員7年以内であるため、記載を省略しております。 
    ＊同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することがないよう措置をとっておりま
     す。 
   （監査業務に係る補助者の構成） 
    公認会計士8名、その他7名 
・監査役会、会計監査人、内部監査室は、相互に連携を密にして、業務監査と会計監査との相互補完の強化を図り、コンプライアンス（法令遵守）
を含めた監査を効率的に実施しております。 
 

  当社は、取締役の職務の執行がコンプライアンス上有効に機能することを確保する体制として監査役会を置き、監査役会は、監査役監査基準
に則り、取締役の業務執行の適法性、妥当性に関して公正・客観的な立場から監査を実施することとしております。 
 社外のチェック体制として有識者の社外取締役１名ならびに社外監査役２名を選任しており、原則として毎月開催の取締役会に出席し、取締役
の業務執行監査及び会計監査を行い、また、経営の妥当性・効率性に関する面から知識と経験を生かした忌憚のない質問をし、意見を述べるな
ど第三者の立場からの客観的な評価を行っております。また、会計監査人及び内部監査部門から会計業務、内部統制等の報告聴取や意見交換
を行い、必要ある場合は、経営陣への助言・勧告を行っており、企業価値の動向にも関与し、経営の監視機能体制は十分に整っていると考えら
れることから、現行の体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 集中する３月決算を避け、７月決算にしております。

その他 ホームページへ招集通知を掲載し、議決権行使の活性化を図っております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

３月に第２四半期決算説明会、９月に本決算の決算説明会を開催しておりま 
す。

あり

IR資料のホームページ掲載
投資家情報として、決算情報、決算情報以外の適時開示情報、有価証券報告 
書および四半期報告書、決算説明会用資料、株主総会の招集通知を掲載し 
ております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報・企画室

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

コンプライアンス経営の強化に資するため、会社内の問題を早期発見し、適切に問題解決を図 
るため内部通報制度管理規程を制定し、通報者が不利益を受けないようにしております。また、 
ステークホルダーの個人情報を適正に管理するため個人情報保護規程を制定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は、環境マネジメントシステムISO14001を認証取得しており、事業活動に伴う環境への負 
荷低減を図るため、関連する各ステークホルダーと協力のもと継続的に環境保全活動を推進し 
ております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示の公平性を保つため、東京証券取引所へのリリース情報は、速やかに当社ホームペ 
ージに開示しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

 当社グループは、会社法および会社法施行規則等に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正性を確保するための内部統制システムの構築
の基本方針を定め、かかる体制の下で会社の業務の適法性・効率性の確保ならびにリスクの管理に努めるとともに、環境の変化に応じて不断の
見直しを行い、その改善・充実を図ることとする。 
 
１．当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  
(1) 当社グループ全役員および社員が法令・定款および社会規範を遵守し、かつ社会的責任を果たすため、「企業行動憲章」および「行動指針」
を定め、グループ全役員および社員の企業活動の原点とすることを徹底する。また、「コンプライアンス基本規程」を制定しコンプライアンス体制の
確立を図る。 
(2) 当社取締役の職務の執行が、コンプライアンス上有効に機能することを確保する体制として、監査役会を置く。監査役会は、監査役監査基準
に則り、取締役の業務執行の適法性、妥当性に関して公正・客観的な立場から監査を実施する。社外監査役は、業務執行者からの独立性が確
保できる等を勘案し、有識者を起用する。監査役は、取締役会に出席するほか、意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な
会議等に出席することが出来るものとし、必要があると認めたときは、意見を述べることが出来る。また、全ての稟議書その他業務執行に関する
重要な書類の閲覧が可能であり、取締役の業務執行状況を十分に監査・監督可能な体制とする。 
(3) 当社取締役会は、取締役会規則における付議・報告基準に則り、会社の業務執行を決定する。代表取締役社長および各取締役は、社内規
則、取締役会決議に則り、職務を執行するとともに、執行状況を取締役会において報告するものとし、その職務執行状況は、監査役の監査を受
ける。 
(4) 当社使用人の職務の執行がコンプライアンス上有効に機能することを確保するため、業務の重要事項を決定する営業会議、生産会議および
技術会議には、原則として取締役および情報取扱責任者が出席し、情報の共有化による部門間の連携と相互間の牽制を図るとともに、会議内容
における開示情報の有無をも確認する。なお、会議議事録、会議資料は監査役会へ提出する。 
(5) 代表取締役社長の直轄機関として内部監査室をおき、計画的に本社各部・工場・営業所・配送センター・関係会社等の監査を実施する。内部
監査室長は、監査結果を代表取締役社長に報告を行い、代表取締役社長から改善指示、指導がなされ、業務執行の公正性や透明性の確保に
寄与する体制とする。 
(6) 当社グループは、コンプライアンス体制の充実・強化を補完するために内部通報体制を設け、役員および社員等は、社内においてコンプライ
アンス違反行為が行われ、または行われようとしていることに気がついたときは、内部監査室に通報しなければならないと定める。会社は、通報
内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。 
(7) 上記の体制の当社グループ内の浸透を徹底するため、当社の電子掲示板に内部統制システムの基本方針および関連諸規程を掲示するほ
か、各拠点・子会社に配布のうえ、適宜教育指導を行う。 
 
２．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
(1) 当社は、リスク管理全体を統括するため、「リスク管理規程」を制定し、組織横断的リスクの監視並びに全社的対応は総務部が内部監査室と
連携をとりながら行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門が適時適切な対応を行う体制とする。  
各部門の長である役員および社員は、平時においてはそれぞれの自部門の担当職務の業務内容を整理し、内在するリスクを把握、分析、評価
の上、適切な対策を実施する。同規程に定める経営危機が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い損害
の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。 
(2) 子会社のリスク管理の状況については、内部監査室が監査を行い、また、「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当
社への決裁・報告制度により子会社のリスク管理を行う体制としている。 
 
３．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社グループは、取締役・使用人の役割分担、業務分掌、指揮命令系統を明示することにより、効率的な業務執行体制を図っており、組織図、職
務分掌規程、職務権限規程、稟議規程等で示し、必要に応じ改訂を行う。  
業務の運営については、現在および将来の事業環境を踏まえ各年度の予算を立案し、全社的な目標を設定し、定例の取締役会を原則毎月１回
開催し、予算の進捗状況および重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行う。また、適宜経営会議を開催し、絞り込んだテー
マについて議論を行い、定例の取締役会での将来の議題となるべき事項等につき、方向性を見極め、課題の整理を行う。  
社内電子掲示板、社内メール等の社内使用ツールの統一を図り、ＩＴを効率活用し情報の周知徹底を行う。 
また、子会社の効率的な業務執行体制の状況については、内部監査室が監査を行う。 
 
４．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
当社は、法令および社内規程の「稟議規程」「文書取扱規程」等に従い、取締役の職務執行に関わる情報を文書または電磁的媒体に記録し、管
理・保存する。  
取締役の職務執行に係る情報およびその保存、管理状況について、監査役は、適宜監査ないし査閲が出来る。 
 
５．当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の自主性を尊重しながら円滑な情報交換とグループ活動を促進するため、適時、関係者による
会議を開催する。  
「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当社への決裁・報告制度により各子会社の経営管理を行うとともに、内部統制の
実効性を高める施策を実施し、必要に応じて各子会社への指導・支援を行う。  
業務の運営については、当社と子会社間における不適切な取引または会計処理を防止するため、当社の内部監査室、経理部門、関係会社管理
部門および監査役が連携し、十分な情報交換と対策の検討を行う。 
 
６．監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
当社は、内部監査室が監査役と連携を密にして対応しており、情報の共有、交換等により、現在は、補助すべき使用人を設置していない。必要に
応じて、監査役の職務を補助すべき監査スタッフを設置可能とし、人事等については、取締役と監査役が意見交換を行って実施し、監査スタッフ
は監査役が指示した補助業務についてはもっぱら監査役の指揮命令に従わなければならない。 
 
７．監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
(1) 当社グループの全役員および社員は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行
う。 
(2) 当社グループの全役員および社員は、法令等の違反行為等、当社または当社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること
を発見したときは、直ちに当社の監査役または監査役会に対して報告を行う。 
(3) 監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、社内の重要な会議に出席できるほか、主要な稟
議書その他業務執行に関する重要な文書・通牒類を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることが出来る。 
(4) 内部監査室は、当社グループの内部監査の状況を監査役または監査役会に報告する。また、監査役は、会計監査人から会計監査内容につ
いて説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図る。 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 
８．監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員および社員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこと
を禁止し、その旨を当社グループの役員および社員に周知徹底する。 
 
９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る方針に関する事項 
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の
上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す
る。 

(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
 当社は、反社会的勢力に屈することなく、「毅然とした態度」で「法律や社会ルールにのっとった解決」を基本方針とします。 
 
(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況 
 当社は、役員および社員の「行動指針」並びに「コンプライアンス基本規程」に反社会的勢力排除に向けた基本方針を示すとともに「反社会的勢
力対応マニュアル」の制定等、社内体制を整備しております。 
a 対応統括部署 
 本社総務部が統括し、工場・営業所等は、各事業所の責任者が対応する。 
b 外部と連携状況 
 所轄警察署・暴力追放運動推進センター・顧問弁護士等と連携し対応する。 
c 反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況 
 反社会的勢力に関する情報は、本社総務部において一元管理する。 
d 対応マニュアル等の整備 
 「コンプライアンス基本規程」並びに反社会的勢力に対する基本方針を記載するとともに、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定 
e 社員への周知徹底 
 反社会的勢力に対する基本方針を「行動指針」に掲載し各事業所に掲示するとともに、社内電子掲示板に「コンプライアンス基本規程」および 
「反社会的勢力対応マニュアル」を掲示する。  



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

――― 




